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参考資料 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号「一般開示基準」の改正に関する対照表 

改正部分に下線を付している。 

改正後 改正前 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号 

一般開示基準 

2025 年 3 月 5 日 

改正 2026 年 3 月 13 日 

サステナビリティ基準委員会 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号 

一般開示基準 
 

2025 年 3 月 5 日 

 

サステナビリティ基準委員会 

開示基準 

Ⅳ．適用時期等 
ⅰ．適用時期 

40.  サステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合には、本

基準を含むサステナビリティ開示基準のすべての定めを適用し

なければならない。 

開示基準 

Ⅳ．適用時期等 
ⅰ．適用時期 

40.  本基準は、「適用基準」及びサステナビリティ開示テーマ別

基準第 2 号「気候関連開示基準」（以下「『気候基準』」とい

う。）と同時に適用しなければならない。 

41.  2025 年に公表された本基準（以下「2025 年基準」という。）

は、公表日である 2025 年 3 月 5 日以後終了する年次報告期間に

係るサステナビリティ関連財務開示から適用する。 

41.  本基準は、公表日以後終了する年次報告期間に係るサステナ

ビリティ関連財務開示から適用することができる。 

41-2. 2026 年に改正された本基準（以下「2026 年改正基準」とい

う。）の適用時期は、2026 年改正のサステナビリティ開示テー

（新 設） 

2026 年 3 月 13 日 
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改正後 改正前 

マ別基準第 2 号「気候関連開示基準」（以下「『2026 年改正気

候基準』」という。）の適用時期と同様とする。 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

（本基準の最初の適用） 

43.  「適用基準」第 94 項を適用し、本基準を適用する最初の年次

報告期間において、サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号

「気候関連開示基準」（以下「『気候基準』」という。）に準拠

して気候関連のリスク及び機会のみについての情報を開示する

場合、本基準を適用する 2 年目の年次報告期間において、気候

関連のリスク及び機会以外のサステナビリティ関連のリスク及

び機会に関する比較情報を開示しないことができる。この経過

措置を適用する場合、その旨を開示しなければならない。 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

 

43.  「適用基準」第 94 項を適用し、本基準を適用する最初の年次

報告期間において、「気候基準」に準拠して気候関連のリスク

及び機会のみについての情報を開示する場合、本基準を適用す

る 2 年目の年次報告期間において、気候関連のリスク及び機会

以外のサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する比較情

報を開示しないことができる。この経過措置を適用する場合、

その旨を開示しなければならない。 

Ⅴ．議 決 
44.  2025 年基準は、第 49 回サステナビリティ基準委員会に出席し

た委員 13 名全員の賛成により承認された。なお、出席した委員

は、以下のとおりである。 

 （略） 

Ⅴ．議 決 
44.  本基準は、第 49 回サステナビリティ基準委員会に出席した委

員 13 名全員の賛成により承認された。なお、出席した委員は、

以下のとおりである。 

 （略） 

44-2. 2026 年改正基準は、第 65 回サステナビリティ基準委員会に

出席した委員 12 名の賛成により承認された。なお、出席した委

員は、以下のとおりである。 

（新 設） 
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改正後 改正前 

（略） 

結論の背景 

経 緯 

我が国最初のサステナビリティ開示基準の公表 

BC5.  その後、当委員会は、サステナビリティ開示基準の「開発に

あたっての基本的な方針」（BC10 項及び BC11 項参照）を定め、

当該基本的な方針に基づき我が国におけるサステナビリティ

開示基準の開発に関する審議を行い、その結果を 2024 年 3 月

にサステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナ

ビリティ開示基準の適用（案）」、サステナビリティ開示テー

マ別基準公開草案第 1号「一般開示基準（案）」及びサステナ

ビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2 号「気候関連開示基

準（案）」（以下あわせて「2024 年 3 月公開草案」という。）

として公表し広く意見を求めた。 

結論の背景 

経 緯 

 

BC5.  その後、当委員会は、サステナビリティ開示基準の「開発に

あたっての基本的な方針」（BC10 項及び BC11 項参照）を定め、

当該基本的な方針に基づき本基準の開発に関する審議を行

い、その結果を 2024 年 3 月にサステナビリティ開示ユニバー

サル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適用（案）」、

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1 号「一般開

示基準（案）」及びサステナビリティ開示テーマ別基準公開草

案第 2 号「気候関連開示基準（案）」（以下あわせて「2024 年

3 月公開草案」という。）として公表し広く意見を求めた。 

BC7.  その後、当委員会は、2024 年 3 月公開草案及び 2024 年 11

月公開草案に対して寄せられた意見を踏まえて検討を行い、こ

れらの公開草案の内容を一部修正したうえで、2025 年 3 月に

我が国最初のサステナビリティ開示基準（2025 年基準）を公

表した。 

BC7.  本基準は、2024 年 3 月公開草案及び 2024 年 11 月公開草案

に対して寄せられた意見を踏まえて検討を行い、これらの公

開草案の内容を一部修正したうえで公表するに至ったもので

ある。 

2026 年改正基準の公表 

BC7-2. ISSB では、IFRS S1 号及び IFRS S2 号の公表後、これらの

 
（新 設） 
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改正後 改正前 

基準の適用を支援するための活動を行っている。その活動を通

じて識別された課題に対応するため、2025 年 12 月に IFRS S2

号の修正「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2 号

に対する修正」（以下「2025 年公表の IFRS S2 号の修正」と

いう。）を公表した。また、この IFRS S2 号の修正に伴う結果

的修正として、「SASB スタンダード」の修正を公表した。 

BC7-3. 当委員会は、「適用基準」BC19 項(1)に記載の基準公表後の

対応方針に従って、2025 年公表の IFRS S2 号の修正の公表に

伴う「気候基準」における取扱いについて検討を行うこととし

た。この際、ISSB によって IFRS S2 号の修正に伴う結果的修

正として「SASB スタンダード」が修正されたことを踏まえて、

「適用基準」において、「参照し、その適用可能性を考慮しな

ければならない」情報源として定めている「SASB スタンダー

ド」の参照先を最新のものに改正することについて、検討を行

うこととした。 

（新 設） 

BC7-4. また、当委員会は、検討の結果としてサステナビリティ開示

基準を改正する場合には、2025 年に我が国最初のサステナビ

リティ開示基準公表後、初めての改正になることを踏まえ、本

基準、「適用基準」及び「気候基準」のそれぞれについて、必

要と考えられる文言の修正について審議を行い、その検討結果

についても公開草案に含めることとした。 

（新 設） 

BC7-5. 当委員会は、2025 年 12 月に、これらの審議における検討の （新 設） 
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改正後 改正前 

結果について、「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」（以

下「2025 年 12 月公開草案」という。）として、サステナビリ

ティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3 号「サステナビリティ

開示基準の適用（案）」、サステナビリティ開示テーマ別基準

公開草案第 4 号「一般開示基準（案）」及びサステナビリティ

開示テーマ別基準公開草案第 5 号「気候関連開示基準（案）」

を公表し、広く意見を求めた。 

BC7-6. 2026 年改正基準は、2025 年 12 月公開草案に対して寄せら

れた意見を踏まえて検討を行い、2025 年 12 月公開草案の内容

を一部修正したうえで公表するに至ったものである。 

（新 設） 

目 的 
BC14.  本基準の目的は、IFRS S1 号の目的と整合している。また、

この IFRS S1 号の目的は、IFRS 会計基準に従い作成される財

務諸表に適用される、国際会計基準審議会（以下「IASB」とい

う。）の「財務報告に関する概念フレームワーク」（以下「『概

念フレームワーク』」という。）、国際会計基準（IAS）第 1号

「財務諸表の表示」（以下「IAS 第 1 号」という。）及び IAS

第 8 号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」の目的と

同様であるとされている（IFRS S1 号 BC7 項）。 

目 的 
BC14.  本基準の目的は、IFRS S1 号の目的と整合している。また、

この IFRS S1 号の目的は、国際会計基準審議会（以下「IASB」

という。）が公表する IFRS 会計基準に従い作成される財務諸

表に適用される、IASB の「財務報告に関する概念フレームワ

ーク」（以下「『概念フレームワーク』」という。）、国際会

計基準（IAS）第 1 号「財務諸表の表示」（以下「IAS 第 1 号」

という。）及び IAS 第 8 号「会計方針、会計上の見積りの変更

及び誤謬」の目的と同様であるとされている（IFRS S1 号 BC7

項）。 

開示基準 

Ⅳ．適用時期等 

開示基準 

Ⅳ．適用時期等 
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改正後 改正前 

ⅰ．適用時期 

(a) 2025 年基準 

BC61.  2025 年基準では、強制適用時期について定めていなかった。

サステナビリティ開示基準に従って開示を行うことが強制さ

れる時期については、サステナビリティ開示基準に従って開示

を行うことを要求する法令において定められることが想定さ

れたためである。 

ⅰ．適用時期 

 

BC61.  本基準では、強制適用時期について定めていない。サステナ

ビリティ開示基準に従って開示を行うことが強制される時期

については、サステナビリティ開示基準に従って開示を行う

ことを要求する法令において定められることが想定されるた

めである。 
BC62.  2025 年基準は、2025 年に公表された「適用基準」及び「気

候基準」と同時に適用しなければならないとしたうえで、公表

日である 2025 年 3 月 5 日以後終了する年次報告期間に係るサ

ステナビリティ関連財務開示から適用することができるとし

ていた（2025 年基準の第 40 項及び第 41 項参照）。 

BC62.  本基準は、「適用基準」及び「気候基準」と同時に適用しな

ければならないとしたうえで、公表日以後終了する年次報告

期間に係るサステナビリティ関連財務開示から適用すること

ができるとしている（第 40 項及び第 41 項参照）。 

BC63.  当委員会における審議の過程では、2025 年基準の第 40 項及

び第 41 項のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞

かれた。 

(1)  企業及び主要な利用者のニーズを踏まえると、可能な

限り早いタイミングで適用できるようにすることが適切

と考えられる。 

(2)  2025 年基準並びに 2025 年に公表された「適用基準」及

び「気候基準」は、開示に関する基準であるため、期首に

遡って大量のデータ処理等をやり直すことにはならない

と考えられる。このため、公表日以後終了する年次報告期

BC63.  当委員会における審議の過程では、第 40 項及び第 41 項の

ような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

 

(1)  企業及び主要な利用者のニーズを踏まえると、可能な

限り早いタイミングで適用できるようにすることが適切

と考えられる。 

(2)  本基準、「適用基準」及び「気候基準」は、開示に関す

る基準であるため、期首に遡って大量のデータ処理等を

やり直すことにはならないと考えられる。このため、公表

日以後終了する年次報告期間に係るサステナビリティ関
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改正後 改正前 

間に係るサステナビリティ関連財務開示から適用するこ

ととした場合でも対応できる企業はあると考えられ、そ

のような企業に早いタイミングでの適用を禁止すべきで

はないと考えられる。 

(3)  2025 年基準並びに 2025 年に公表された「適用基準」及

び「気候基準」は、IFRS サステナビリティ開示基準と相

当程度、整合性が図られており、IFRS サステナビリティ

開示基準を基礎として開示の準備を進めてきた企業にお

いては公表日以後終了する年次報告期間から報告できる

場合があると考えられ、これを禁止する理由はないと考

えられる。 

連財務開示から適用することとした場合でも対応できる

企業はあると考えられ、そのような企業に早いタイミン

グでの適用を禁止すべきではないと考えられる。 

 

(3)  本基準、「適用基準」及び「気候基準」は、IFRS サス

テナビリティ開示基準と相当程度、整合性が図られてお

り、IFRS サステナビリティ開示基準を基礎として開示の

準備を進めてきた企業においては公表日以後終了する年

次報告期間から報告できる場合があると考えられ、これ

を禁止する理由はないと考えられる。 

 

(b) 2026 年改正基準 

BC63-2. 2026 年改正基準において改正される内容は、「気候基準」

の改正に伴うものであることから、適用時期については、「2026

年改正気候基準」の適用時期と同様とすることとしている（第

41-2 項参照）。 

 
（新 設） 

BC63-3. また、第 41-2 項における 2026 年改正基準の適用時期の定

めと、2025 年基準の第 40 項及び第 41 項の定め（BC62 項及び

BC63 項参照）との関係が分かりにくく、円滑な基準の適用を

妨げるおそれが生じる可能性があるとの指摘がなされたこと

を踏まえ、本基準を「適用基準」及び「気候基準」と同時に適

用しなければならないとする 2025 年基準の第 40 項の定めを、

（新 設） 
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改正後 改正前 

サステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合には、本基

準を含むサステナビリティ開示基準のすべての定めを一体と

して適用することを定めるものとして明確化することとして

いる。さらに、第 41 項が 2025 年基準の適用時期に関する定め

であることを明確にすることとしている。 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

（本基準の最初の適用） 

経過措置が適用される報告期間 

BC64.（略） 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

 

（経過措置が適用される報告期間） 

BC64.（略） 

経過措置の適用 

BC67.（略） 
（経過措置の適用） 

BC67.（略） 

 

以 上 


